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は じ め に
アメリカ合衆国の刑事司法手続において, 違法な手段で収集された証拠
は, 公判で使用することが許されていない (違法収集証拠排除法則：以下,
排除法則と記す)
(１)
｡ 違法に収集された証拠の証拠能力が否定される根拠と
しては, 一般に, ①司法の廉潔性を維持すること, ②将来における違法捜
査を抑止することが挙げられている｡ そして, このような排除法則は, ア
メリカ合衆国の刑事司法手続に深く根付いている｡
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排除法則の効果と費用について
もっとも, 近年, 排除法則の存在意義を問い直す観点から, 排除法則の
目的を, 将来における違法捜査を抑止することに限定し, そのような抑止
の ｢効果｣ が, それに伴う ｢費用｣ (社会の損失) を上回る場合にのみ適
用されるとする見解が有力になっている｡
本稿においては, まず, 排除法則の位置づけ (法源と正当化根拠) を明
らかにすることを通して, 排除法則の実質的な ｢効果｣ について検証する｡
次に, 排除法則の ｢効果｣ と, それに伴う ｢費用｣ の関係について, 近年
のアメリカ合衆国最高裁の動向を中心として, ｢利益衡量｣ という観点か
ら検討する｡ 最後に, アメリカ合衆国の動向を参考にして, 我が国におけ
る議論に若干の示唆を得ることを試みる｡
Ⅰ 排除法則の効果
違法な手段で収集された証拠を公判から排除する (証拠能力を否定する)
｢違法収集証拠排除法則｣ については, ①実際に犯罪者が見逃される確率
は低いこと, ②違法に収集された証拠に依拠した事実認定には問題がある
こと, ③憲法上の権利を保護するために必要とされること, ④法執行官に
よる違法行為を抑止すること, 等を理由として, アメリカの刑事司法制度
に広く浸透している
(２)
｡
しかし, ①法執行官の違法行為によって, 犯罪者が自由になってしまう
こと (法執行官による不始末の代償を社会に負わせることになる), ②信
頼できる証拠が排除されることによって, 裁判所の事実認定機能が害され
ること (違法に収集した証拠といえども, 証拠としての価値そのものに変
わりはない), ③排除法則は, 憲法の要請ではなく, 裁判所が創設した法
則に過ぎないこと, ④法執行官の違法行為を抑止するという証拠はないこ
と, 等を理由として, 排除法則の廃止や, その適用範囲の縮小を求める声
も大きい
(３)
｡
実際, 排除法則については, その改革の一環として, 様々な ｢例外法理・
法則｣ が確立されており, その適用範囲が限定される傾向にある
(４)
｡ 以下,
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排除法則の法源と正当化根拠 (排除法則の位置づけ) を明らかにすること
を通して, 排除法則の実質的な ｢効果｣ について検証する｡
(1) 排除法則の位置づけ
アメリカ合衆国の刑事司法手続において, 排除法則は, どのように位置
づけられているのであろうか｡ 初めに問題となるのは, 違法な手段で収集
された証拠を排除することが, アメリカ合衆国憲法修正第４条 (以下, 修
正第４条と記す) の要請であるのか否かである｡ この点, 排除法則が修正
第４条の要請であるならば, 合衆国最高裁は, それを破棄することが不可
能であるし, 議会も, それを廃止することが不可能であろう｡ それに対し
て, 排除法則が裁判所によって創設された法則に過ぎないのであれば, 合
衆国最高裁は, それを破棄することが可能であるし, 議会も, それを廃止
することが可能であろう｡ また, 排除法則がアメリカ合衆国の刑事司法手
続に深く根付いているとしても, 証拠 (物) としての価値そのものに変わ
りはないことに鑑みれば, ｢真実発見の要請｣ を犠牲にしてまで, その証
拠能力を否定しなければならない ｢必然性｣ が認められるのであろうか｡
今日における排除法則の存在意義が問題となる｡
１ 排除法則の法源
修正第４条は, 違法に収集された証拠を公判から排除すること, すなわ
ち, 違法に収集された証拠の証拠能力を否定することを通して, 被疑者・
被告人の権利を ｢救済｣ することを要請しているのであろうか｡ 排除法則
が修正第４条の要請か否かについて, 合衆国最高裁は, Mapp判決におい
て, ｢個人のプライバシーの侵害に対する修正第４条による制約の一部｣
であり, ｢修正第４条及び修正第14条の本質的な部分｣ であると述べてい
た
(５)
｡ しかし, 近年, 合衆国最高裁は, 排除法則が, 修正第４条の侵害を抑
止することを目的として ｢裁判所によって創設された法則｣ に過ぎないと
いう立場を採用し, 違法に収集された証拠を公判から排除することは, 憲
法の要請ではない旨を述べている
(６)
｡
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合衆国最高裁は, Leon判決において, 次のような理論的根拠を述べ,
排除法則が憲法上の基礎を有しないとの結論を導いている
(７)
｡
Ａ 修正第４条は, 必要な救済として, 何ら排除法則に言及していない｡
Ｂ 修正第４条の起源と目的の検証によると, 違法に収集された証拠を公
判において使用することが, ｢新たな修正第４条の侵害を引き起こさない｣
ことは明らかである｡ すなわち, 修正第４条は, 違法な法執行行為が行わ
れた時点で侵害されるのであり, 公判において証拠が許容される時点で侵
害されるものではない｡ したがって, 違法な法執行行為に基づいて収集さ
れた証拠を許容することは, 修正第４条の侵害とはならない｡
Ｃ 修正第４条の侵害が, 違法な法執行行為の時点で終了する以上, 排除
法則は, 既に被った権利侵害を救済するものではない (救済することはで
きない)｡
Ｄ 排除法則は, 将来における修正第４条の侵害を抑止することを目的と
して ｢裁判所によって創設された救済｣ である｡
排除法則が修正第４条の要請ではないとする見解に対しては, 次のよう
な反対意見が述べられている
(８)
｡
Ａ 憲法の重要な規範の大部分は, 一般的な言葉で述べられており, その
ような規範に意味を与える役割は, その後の司法による意思決定に委ねら
れている｡ 確かに, ｢権利章典 (Bill of Rights)｣ は, 明確な救済手段を規
定していない｡ だからといって, 起草者は, ｢権利章典｣ が, 何ら救済手
段を伴わない単なる ｢勧告的｣ な規定に過ぎないとは想定していなかった
であろう｡
Ｂ 法執行官による違法行為と, 公判における証拠の使用とを区別して議
論する見解を容認することはできない｡ 修正第４条は, 全体として, 政府
(法執行機関) の権限を抑制しており, 司法には憲法上の権利を遵守する
責務がある｡
Ｃ 法執行行為は, 主として証拠を収集することを目的として行われてお
り, そのような証拠は, 通常, 公判において使用することを前提としてい
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る｡ したがって, 違法に収集された証拠の許容性を判断するのに際しては,
それを収集した法執行行為と同じ憲法上の問題が提起されるのは明らかで
ある｡
このように, 排除法則の法源については, それを修正第４条の要請であ
るとする見解も存在するが, 現在においては, ｢裁判所が創設した法則｣
に過ぎないとする見解が支配的となっている｡
２ 排除法則の正当化根拠
排除法則の法源について, 合衆国最高裁は, 修正第４条の要請ではなく,
裁判所が創設した法則に過ぎないものと理解している｡ そうであるならば,
裁判所は, 排除法則を破棄することが許されるし, 議会も, それを廃止す
ることが許されるはずである｡ それにもかかわらず, 排除法則がアメリカ
の刑事司法制度に広く浸透しているのは, どのような理由によるのであろ
うか｡ 排除法則が存続し続ける正当化根拠, 言い換えるならば, 排除法則
が刑事司法制度にもたらしている ｢効果｣ が問題となる｡
合衆国最高裁は, Mapp判決において, 排除法則の２つの正当化根拠を
提示している｡ それらは, ①司法の廉潔性を維持する効果があること, ②
将来における違法捜査を抑止する効果があることである
(９)
｡
① 司法の廉潔性の維持
排除法則の正当化根拠の１つは, ｢司法の廉潔性｣ を維持することに求
められる (このような正当化根拠の礎は, 100年前, 合衆国最高裁が下し
たWeeks判決においても見出すことができる
(10)
)｡ なぜなら, 憲法を遵守す
る役割を担っている司法が, 憲法に反して収集された証拠の使用を認める
のであれば, そのことは, 司法の判断によって憲法違反を肯定しているこ
とに他ならないからである｡ すなわち, 裁判所 (官) は, 憲法に違反して
収集された証拠を許容することによって, ｢その手を汚すべきでない｣ の
である｡
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② 将来の違法行為の抑止
排除法則の正当化根拠のもう１つは, 違法行為を行う ｢動機｣ を取り除
くことを通して, 将来における違法行為を ｢抑止｣ することに求められる
(11)
｡
すなわち, 刑罰という ｢威嚇｣ によって, 多くの潜在的な犯罪者は, 犯罪
に手を染めることを思いとどまるという ｢刑罰の一般予防機能｣ の考え方
と同様に, 違法に収集した証拠の使用を禁止するという ｢制裁｣ によって,
法執行官は, 憲法違反の捜索・押収を思いとどまるという考え方である｡
このように, Mapp判決において, 排除法則の２つの正当化根拠が示さ
れたが, 近年, 合衆国最高裁は, ｢司法の廉潔性｣ という正当化根拠を強
調することがなくなった｡ そして, 近年, 合衆国最高裁は, 排除法則の唯
一の目的が, ｢将来における修正第４条の侵害を抑止すること｣ である旨
を述べている
(12)
｡
排除法則の正当化根拠 (目的) について, ｢抑止効｣ を重視し, ｢司法の
廉潔性｣ を強調しなくなったのには現実的な理由がある｡ ｢司法の廉潔性｣
という概念は, 本来的に, 道徳上の要請に基づくものであり, その実質的
な効果を検証するのが困難であることから, 裁判所による ｢利益衡量｣ に
馴染まない｡ また, 合衆国最高裁が指摘しているように, ｢司法の廉潔性｣
を突き詰めるのであれば, 違法に収集された証拠は, 刑事手続だけではな
く, 民事手続を含めた全ての司法手続において排除しなければならなくな
るであろう
(13)
｡
(2) 排除法則の抑止効
排除法則の正当化根拠としては, 従来, ①司法の廉潔性の維持と, ②将
来における違法行為の抑止が挙げられていたが, 近年, 合衆国最高裁は,
｢将来における違法行為の抑止｣ を唯一の正当化根拠としている｡
それでは, ｢将来における違法行為の抑止｣ という正当化根拠は, 現実
問題として, 証拠の排除に値する実質的な ｢効果｣ を挙げているのであろ
うか｡ 排除法則は, 修正第４条の権利が侵害されてから (不合理な捜索・
(桃山法学 第24号 ’14)40
押収が行われた後に) 適用されることから, 違法行為によるプライバシー
の侵害を回復するという意味においては ｢救済｣ とならない｡ したがって,
排除法則の正当化根拠 (目的) を判断するのに際しては, 排除法則が,
｢将来における違法行為を抑止する｣ という機能を果たしているのか, そ
の実質的な ｢効果｣ が問われることになる｡
排除法則の ｢抑止効｣ については, それを懐疑的に捉える立場と, 肯定
的に捉える立場に分かれている
(14)
｡
１ 排除法則の抑止効に懐疑的な立場
排除法則の ｢抑止効｣ に懐疑的な立場においても, ｢効果｣ そのものを
否定する見解と, ｢効果｣ が ｢費用｣ に見合わない点を問題とする見解が
存在する｡
Ａ 排除法則が ｢抑止効｣ として機能していない (機能しえない) ことは
明らかである
(15)
｡ 大多数の善意・誠実な法執行官は, 修正第４条 (捜索・押
収) をめぐる複雑な法律関係を誤解しているだけである｡ その多くは, 法
執行官の ｢不注意｣ による過誤であり, このような過誤は抑止しようがな
い｡ 排除法則は, ｢故意, 無謀 (未必の故意・認識ある過失), 重過失｣ に
よる行為, あるいは, ｢反復的又は制度的な過失｣ に対してのみ ｢抑止効｣
を有するのである
(16)
｡
Ｂ 反対に, 故意に修正第４条を侵害する法執行官については, 理論的に
は ｢抑止効｣ が働くとも考えられる｡ しかし, ｢抑止｣ の実効性という観
点から見るならば, 証拠の排除という ｢制裁｣ は, あまりにも ｢間接的｣
で ｢希釈された｣ ものである｡ 排除法則が実質的な ｢効果｣ を発揮するた
めには, 証拠の排除という ｢制裁｣ が, 違法行為の直後に与えられる必要
があるだろう｡ しかし, 現実問題として, 違法な法執行行為が行われた場
合であっても, 弁護人は, 裁判で争うことよりも, ｢司法取引 (答弁取引)｣
に持ち込む (そのような違法行為を含めて取引を行う) ことを選択する可
能性が高いであろう
(17)
｡ また, 裁判で争うことを選択する場合であっても,
証拠排除の申立は認められない可能性が高いし, 証拠の排除が認められる
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場合であっても, それは, 違法行為が行われてから ｢長い時間｣ が経過し
た後のことであり, 違法行為を犯した法執行官にその事実が伝えられるこ
ともないであろう (さらに, 証拠が排除されたとしても, ｢無罪｣ になる
ことは稀である)｡
Ｃ 公判において ｢証拠が排除される｣ という可能性だけでは, 違法行為
を行う強い ｢動機｣ を駆逐することはできないであろう｡ なぜなら, 悪意
の法執行官は, 証拠が排除されようがされまいが, 被疑者に対して, プラ
イバシーの侵害, 刑事訴追に伴う出費や手間, 家庭の崩壊, 職場の解雇と
いうような, 別の ｢苦痛｣ を与えることによって, それなりの満足を得る
ことができるからである｡
２ 排除法則の抑止効に肯定的な立場
排除法則の ｢抑止効｣ に肯定的な立場においても, ｢抑止効｣ の対象
(何を抑止するのか) については, ｢個々の法執行官の違法行為｣ を抑止す
ると考える見解と, 法執行機関の ｢職業的専門性｣ を向上させることを通
して, ｢全体としての違法行為｣ を一般的に抑止すると考える見解が存在
する｡
Ａ 議論の前提として, 抑止効が ｢ある｣ という事実を証明するのは, 抑
止効が ｢ない｣ という事実を証明することよりも, 遥かに困難である｡ す
なわち, もしも排除法則がなかったら, 違法行為の割合はどう変化するの
か, あるいは, 裁判所がより厳格に排除法則を適用するならば, 違法行為
の割合はどう変化するのかについては, 誰一人として正確に答えることが
できないであろう｡ したがって, 排除法則の実質的な ｢効果｣ を客観的に
示す証拠がもたらされる可能性は低く, ｢抑止効｣ に関する議論は, その
大部分が ｢信念｣ に基づくものといえる
(18)
｡
Ｂ 排除法則の抑止効に否定的な見解は, ｢個々の法執行官｣ に着目して
抑止効が働かないことを指摘している｡ しかし, 排除法則の真の目的は,
法執行機関に修正第４条の遵守を促すことを通して, 一般的に違法行為を
抑止することにある
(19)
(すなわち, 法執行機関の職員の ｢職業的専門性｣ が
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高められることの結果として, 違法行為が抑止される
(20)
)｡
Ｃ 排除法則 (Mapp判決) が, 多くの法執行機関に抑止的効果をもたら
した (法を遵守する組織体制の構築を促した) ことは明らかである
(21)
｡ 多く
の法執行実務の観察者は, Mapp判決が, 法執行機関の ｢職業的専門性｣
を促進させた (法執行官に対する法教育や訓練プログラムの実施を通して,
法執行官の専門職としての意識を高めた) と報告している｡ さらに,
Mapp判決が下されてからというもの, それ以前と比較して, 捜索令状が
請求される事例が増えており (令状主義の原則への回帰), 法執行官 (機
関) によるあからさまな違法行為が減少している｡ したがって, ここで排
除法則を撤廃するのであれば, 法執行機関が ｢かつての悪い時代｣ に逆戻
りしてしまうのではないかが懸念される｡
このように, 排除法則の ｢抑止効｣ については, これを懐疑的に解する
見解と, 肯定的に解する見解とに分かれているが, この問題については,
別の角度から解説する見解もある｡ それは, ｢犯罪者を自由にする｣ とい
う点を強調して, 排除法則の効果を疑問視する見解の矛盾点を指摘してい
る｡ なぜなら, 犯罪者が自由になるということは, 別の側面からみると,
排除法則が十分に機能している (重要な証拠が公判に提出されなくなる結
果として, 犯罪者が有罪判決を免れる) ことを意味しているからである｡
すなわち, 排除法則を批判する者は, 排除法則の ｢非有効性｣ ではなく,
むしろ, その ｢有効性｣ を不満の対象としているのである
(22)
｡
排除法則に何らかの ｢抑止効｣ が認められることは間違いないであろう｡
但し, そのような ｢抑止効｣ は, 個々の法執行官の違法行為を対象とする
ものではなく, むしろ, 法執行機関それ自体の人権意識を高める (職業的
専門性の向上を促す) ことを通して, 将来における ｢違法行為｣ を一般的
に抑止する機能を果たすものといえよう｡
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Ⅱ 排除法則の費用
排除法則に ｢抑止効｣ が認められるとしても, それは, 排除法則を維持
することに伴う ｢費用｣ (社会的な損失) に見合うものなのであろうか｡
排除法則に反対する者は, 排除法則の抑止効という ｢効果｣ よりも, それ
に伴う ｢費用｣ が大きいことを問題にしている｡
そもそも, このような問題について ｢費用対効果｣ の理論を持ち出すこ
と自体に批判がない訳ではない
(23)
｡ 排除法則の ｢費用｣ と ｢効果｣ は, ｢真
実発見の要請｣ と ｢人権保障の要請｣ を基礎とすることから, その内容に
よっては, ｢測定不能なものを測定すること｣ や ｢比較できないものを比
較すること｣ を必要とされるからである
(24)
｡ そこで, 排除法則の擁護者のい
くらかは, そのような ｢利益衡量｣ によるのではなく, ｢司法の廉潔性｣
を維持する必要性 (道徳的な側面) に焦点を当てるべきであると主張して
いる
(25)
｡
しかし, 合衆国最高裁が, ｢違法収集証拠排除法則は合衆国憲法修正第
４条の要請ではない｣ と判示し, 排除法則の目的を ｢将来における違法行
為を抑止すること｣ に限定している以上, これからの社会において, 排除
法則が維持されるのか否かは, 排除法則が有する違法行為を抑止する ｢効
果｣ (利益) と, 排除法則を維持することに伴う社会的な ｢費用｣ (損失)
とを ｢秤｣ にかけて検証し, その ｢合理的な調和｣ の下に決定すべきであ
ると考えられる｡
このような ｢費用｣ と ｢効果｣ の関係について, 合衆国最高裁は, どの
ような見解を示しているのであろうか｡ 以下, ｢費用｣ と ｢効果｣ の関係
をめぐる立場の違いを整理し, 合衆国最高裁の判例を検討する｡
(1) 費用と効果
｢費用｣ と ｢効果｣ の関係については, 排除法則を維持することに伴う
社会的な ｢費用｣ が, 排除法則が有する修正第４条の侵害を抑止する ｢効
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果｣ を上回ることを理由として ｢排除法則の適用に消極的な立場｣ と, 排
除法則が有する修正第４条の侵害を抑止する ｢効果｣ が, 排除法則を維持
することに伴う社会的な ｢費用｣ を上回ることを理由として ｢排除法則の
適用に積極的な立場｣ とに大別することができる｡
１ 排除法則の適用に消極的な立場
排除法則を維持することに伴う社会的な ｢費用｣ が, 排除法則が有する
修正第４条の侵害を抑止する ｢効果｣ を上回ることを理由として ｢排除法
則の適用に消極的な立場｣ からは, 次のような主張がある｡
Ａ 排除法則を維持することに伴う ｢費用｣ は, ｢信用性のある証拠｣ の
喪失というかたちで顕在化する (違法に収集された証拠といえども, 証拠
物としての価値そのものに変わりはない)｡ 信用性のある証拠を排除する
ことは, 法執行官の違法行為によって ｢犯罪者を自由にする｣ ことを意味
し, それは, 社会の安全 (社会秩序の維持) にとって重大な ｢損失｣ とな
る｡ 違法な法執行行為の ｢代償｣ を社会 (市民) に負わせるのは本末転倒
であり, 違法行為に携わった法執行官 (法執行機関) を処罰すべきである｡
Ｂ 排除法則を維持することは, 刑事司法制度に対する市民の敬意を失墜
させるという ｢損失｣ をもたらす｡ 一般市民とは直接関係のない事象に基
づいて, 有罪になるはずの犯罪者を自由にするのであれば, 刑事司法制度
の威厳が傷付くだけでなく, 市民が, 法や裁判所に対して軽蔑の念を抱く
ことに繋がるであろう｡
Ｃ 違法な手段で収集した証拠を使用するために, 法執行官が, 法廷にお
いて ｢偽証｣ を試みる可能性を否定できない｡ とりわけ, 重大事件におい
ては, ｢犯罪者を自由にする｣ よりも, 偽証をする方が真実発見に資する
という理解の下, 目的が手段を正当化してしまう可能性がある｡
Ｄ 裁判所による排除法則の適用状況をみても, その ｢抑止効｣ には疑問
が残る｡ 証拠排除に伴う ｢費用｣ が高すぎる (｢損失｣ が大きすぎる) こ
とから, 裁判所は, 修正第４条の侵害を認定することを躊躇う傾向がある｡
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その一方で, 裁判所は, その救済の手段が証拠の排除ではない場合につい
ては, 修正第４条の侵害を認定することを厭わない｡ すなわち, 排除法則
が存在することによって, 修正第４条の権利は, ｢強められる｣ のではな
く, ｢弱められて｣ いるのである｡ 排除法則が, その他の有効な救済に取っ
て代わられるのであれば, このような問題は生じないであろう｡
Ｅ 結局のところ, 排除法則によって ｢利益｣ を享受するのは, ｢有罪の
者 (犯罪者)｣ だけである｡ それに対して, ｢無実の者 (一般市民)｣ は,
排除法則から何の ｢利益｣ も享受しない｡
２ 排除法則の適用に積極的な立場
排除法則が有する修正第４条の侵害を抑止する ｢効果｣ が, 排除法則を
維持することに伴う社会的な ｢費用｣ を上回ることを理由として ｢排除法
則の適用に積極的な立場｣ からは, 次のような主張がある｡
Ａ 信用性のある証拠の喪失という ｢費用｣ は, 排除法則に伴うものでは
なく, 修正第４条それ自体が予定しているものである｡ そもそも, 法執行
官が修正第４条に違反しなければ, 当該証拠が収集されることはなかった
のである｡ ｢不合理な捜索・押収｣ を禁止する修正第４条は, 初めから,
いくらかの ｢有罪の者 (犯罪者)｣ が自由になることを想定しているもの
といえる｡
Ｂ 信用性のある証拠の喪失が社会の ｢損失｣ であるとしても, それは過
大評価されている｡ なぜなら, 排除法則 (証拠排除) の結果として, 有罪
を免れる確率は, それほど高くないからである｡ GAO (General Account-
ing Office) による1978年の調査によると, 証拠排除の申立がなされる可
能性のあった事件のうち, 実際に証拠が排除されたのは, わずか1.3％で
あった｡ また, 連邦検察官の下に送致された事件のうち, 当該捜索・押収
が修正第４条に反することを理由として訴追が回避されたのは, わずか
0.4％であった｡
Ｃ 排除法則が法執行活動に対して積極的な影響を与えているという事実
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は, 以下のような指標が示す通りである｡ 例えば, 捜索令状を請求する数
が急速に伸びている｡ また, 法執行官に対する法教育や訓練プログラムの
実施が積極的に進められており, 内部でガイドラインを規定する法執行機
関が増えている｡ そして, 警察と検察が協働して, 証拠収集の適法性や証
拠の許容性について確認し合う実務が確立されている｡
Ｄ 排除法則が有する実質的な効果は限定的なものであるとしても, それ
は重要な ｢象徴的効果｣ を有している｡ 排除法則が廃止されるのであれば,
法執行官は, 以前のように, より違法な行為に手を染めるかもしれない｡
したがって, 有効な ｢代替手段｣ が存在しない以上
(26)
, 全ての ｢憲法上の制
約｣ が取り払われたという印象を与えることがないように, 排除法則は維
持されるべきである｡
排除法則が有する修正第４条の侵害を抑止する ｢効果｣ (利益) と, 排
除法則を維持することに伴う社会的な ｢費用｣ (損失) との関係について,
排除法則の適用に消極的な立場からの主張と, 排除法則の適用に積極的な
立場からの主張を見てきたが, 違法に証拠が収集された場合であっても,
それが直ちに ｢犯罪者を自由にする｣ ことには繋がらないことには注意を
要する
(27)
｡ 多くの事例において, 違法に収集された証拠は, 手続上の瑕疵に
過ぎないことを理由として許容され, 被告人は有罪とされている｡ また,
違法な法執行活動と認定される場合であっても, それによって収集された
証拠が公判において排除されることがないように, 様々な排除法則の ｢例
外法理 (例えば, 善意・誠実の例外, 独立源の法理, 不可避的発見の法理,
希釈法理)｣ が確立されている
(28)
｡
(2) 合衆国最高裁の動向
排除法則の ｢費用｣ と ｢効果｣ の関係について, 裁判所は, どのように
判示しているのであろうか｡ 合衆国最高裁は, 近年, ３つの事件において,
排除法則の ｢費用｣ と ｢効果｣ の関係について述べている
(29)
｡ それらは, 排
除法則の ｢適用範囲｣ や, 証拠排除の ｢基準｣ とも密接に関連しており,
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その存廃の可能性を含めて, 排除法則のこれからを占うものといえる｡
１ Hudson判決
合衆国最高裁は, 2006年, 排除法則の将来に重大な影響を及ぼす可能性
を秘めた Hudson判決を下した
(30)
｡ Hudson事件は, ノック＆アナウンス法
理の侵害を伴う法執行行為に関するものであった
(31)
｡ 法執行官は, 捜索令状
に基づいて (但し, 居住者が対応するために必要とされる合理的な時間を
待たずに), 被疑者の住居に立ち入った｡ この事件で問題となったのは,
ノック＆アナウンス法理に違反した立入によって発見された薬物と銃火器
が, 公判から排除されなければならないのか否かであった｡ Michigan州
裁判所は, ノック＆アナウンス法理の侵害の後に発見された証拠について
は, ｢不可避的発見の法理 (排除法則の例外)｣ の下において許容されると
判示するMichigan州最高裁に依拠して, 当該証拠の排除を認めなかった
(32)
｡
合衆国最高裁 (Scalia裁判官と４人の裁判官が執筆した法廷意見) は,
次のような理由を掲げて, ノック＆アナウンス法理の侵害に基づいて, 証
拠が排除されることはない旨を判示した
(33)
｡
まず, 合衆国最高裁は, 違法行為と収集した証拠との間に ｢因果関係
(原因と結果の関係)｣ が必要とされる点を指摘した
(34)
｡ そして, 合衆国最高
裁は, ノック＆アナウンス法理の侵害 (立入) と, Hudsonの住居内にお
ける証拠の収集 (捜索) は, 別個の憲法上の行為であり, それらの間には
｢因果関係｣ が認められないとの結論を下した
(35)
｡
次に, 合衆国最高裁は, たとえ ｢因果関係｣ が認められる場合であって
も, ｢希釈法理 (排除法則の例外)｣ によって, ノック＆アナウンス法理の
侵害に基づく証拠排除は認められないと述べた
(36)
｡ 従来, ｢希釈法理｣ は,
違法行為との関係が希薄な ｢派生証拠｣ の使用を許容するものに過ぎなかっ
た｡ しかし, ここにいう ｢希釈法理｣ は, ノック＆アナウンス法理の侵害
を伴って収集した, 全ての (一次的及び派生的) 証拠の使用を許容するこ
とを意味した
(37)
｡
最後に, 合衆国最高裁は, ｢利益衡量｣ という視点を持ち出し, 排除法
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則の ｢効果｣ (利益) が, それに伴う ｢費用｣ (損失) を上回る場合でなけ
れば, 証拠の排除が適切ではない旨を述べた
(38)
｡ Hudson判決以前, 合衆国
最高裁は, 修正第４条の侵害が問題となる事例について, 個別的に ｢費用｣
と ｢効果｣ のバランスを検討することはなかった｡ Hudson判決は, ノッ
ク＆アナウンス法理の侵害に関するものであったが, この ｢費用対効果｣
の理論は, 広く一般性を有したことから, その後, 他の修正第４条の侵害
に基づく証拠排除の事例においても, 同様に問題とされることになった
(39)
｡
Hudson判決において, 合衆国最高裁は, 証拠の排除を, ｢過度で不相
応｣ な救済と評価しており, ｢最後の手段｣ であると位置づけている
(40)
｡ そ
して, ｢犯罪者を自由にする｣ だけでなく, ｢危険を最大化｣ するものであ
ると述べている
(41)
｡ Hudson判決は, Mapp判決 (1961年) の法理を ｢旧時
代の遺物｣ と捉えている点, すなわち, 時代や状況の変化に鑑みるならば,
かつてのような ｢証拠排除｣ が必要とされない (あるいは, 正当化されな
い) 旨を示唆している点において, 排除法則の将来に重大な影響を及ぼす
ことになった
(42)
｡
２ Herring判決
Hudson判決から２法廷期が経過した2009年, 合衆国最高裁は, Herring
判決を下した
(43)
｡ Herring事件は, 誤ったコンピューターのデータベースを
信頼して行われた法執行行為に関するものであった｡ 法執行機関によって
維持・管理されているデータベースを参照したある管轄 (郡) の法執行官
は, データベースに掲載されている ｢逮捕令状｣ が有効なものと信じて
Herringを逮捕した｡ そして, 逮捕に伴う自動車の捜索の結果, 薬物と銃
を発見した｡ しかし, 当該法執行官が信頼したデータベースは, 別の管轄
(郡) の法執行官が, 不注意で更新を怠っていたものであり, 実際のとこ
ろ ｢逮捕令状｣ は数カ月前に失効していた｡ その結果, Herringの逮捕は
違法と評価されることになり, そのような違法な逮捕に伴う自動車の捜索
も, 修正第４条を侵害するものとなった｡
公判裁判所は, 逮捕にあたった法執行官が, 違法行為や不注意とは全く
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無関係であることを見出し, 当該証拠が ｢善意・誠実の法則｣ の下におい
て許容される旨を判示し, 証拠の排除を認めなかった
(44)
｡ 第11巡回区控訴裁
判所も, データベースの誤りは, 単なる不注意に基づくものであり, 当該
逮捕との関係が希薄であることを理由として, これを支持した
(45)
｡ この事件
で問題となったのは, ある管轄の法執行官が, 不注意でデータベースの更
新を怠っていた状況において, 他の管轄の法執行官が, その誤ったデータ
ベースを客観的に合理的に信頼して行動した場合 (間接的ではあるにせよ,
法執行官の不注意が介在する場合) に, ｢善意・誠実の例外｣ が適用 (拡
張) されるか否かであった｡
合衆国最高裁は, データベースが更新されていなかったのは, 当該逮捕
との関係が希薄な ｢偶発的な不注意｣ に基づくものであり, 他の法執行官
が, 誤ったデータベースに ｢客観的に合理的な信頼｣ を置いて行動してい
たのであれば, それに基づく証拠を排除することは不適切であると判示し,
第11巡回区控訴裁判所の結論を支持した
(46)
｡ このことは, ｢善意・誠実の例
外｣ が, 法執行官による ｢客観的に不合理な (すなわち, 不注意による)｣
過誤が介在する場合にまで拡張されることを意味していた｡
Herreng判決の守備範囲は, 不注意による過誤と逮捕との関係が希薄な
状況で, 逮捕にあたった法執行官に責任がない場合に限定されるとも思わ
れるが, 実際問題として, 合衆国最高裁は, このような ｢狭い範囲｣ を処
理することだけを念頭に置いてはいないであろう｡ 実際, Roberts主席裁
判官は, 証拠排除の問題が, 法執行官の ｢有責性｣ と, 違法行為を抑止す
る可能性によって決定される旨を述べている
(47)
｡ すなわち, 証拠排除が認め
られる範囲は, 法執行行為の ｢有責性｣ によって異なること, 言い換える
ならば, 排除法則を適用するためには, 問題とされる法執行行為が, 証拠
の排除によって抑止し得るほど ｢十分に意図的 (故意)｣ であり, そのよ
うな抑止の ｢効果｣ が, 刑事司法制度が支払う ｢費用｣ を上回るほど ｢十
分に有責｣ である必要がある｡ それゆえ, 排除法則は, ｢故意, 無謀 (未
必の故意・認識ある過失), 重過失による行為｣, あるいは, ｢反復的又は
制度的な過失｣ に対してのみ抑止効果を発揮し得るもの考えられる｡
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Herring事件で問題とされた法執行官は, 誰一人として, 要求されるレ
ベルの ｢有責性｣ を有していなかった｡ ただ一つ非難することができたの
は, ｢偶発的な不注意｣ によるデータベース更新の過誤であったが, その
ような過誤に対して排除法則を適用したとしても, ほとんど ｢抑止効果｣
を得ることができないであろう｡ それゆえ, 合衆国最高裁は, ｢費用｣ と
｢効果｣ の利益衡量を行った結果, ｢元が取れない (コストに見合わない)｣
と判断し, 証拠の排除という ｢過度な制裁｣ が正当化されない旨を述べて
いる
(48)
｡
このように, Herring判決における合衆国最高裁は, 単に ｢善意・誠実
の例外｣ を拡張するだけでなく, 排除法則の適用に関する基本条件を確認
している
(49)
｡ そこでは, ｢有責性｣ という要件が, ｢訴訟適格｣ や ｢因果関係｣
の如く要求され, 排除法則を適用する際の障壁となっている｡ そして, こ
の ｢有責性｣ の基準によって, 法執行官に, 最低でも ｢重過失｣ 又は ｢反
復的・制度的な過失｣ が存在しない限り, 証拠の排除は否定されることに
なった｡
３ Davis判決
Herring判決から２年半が経過した2011年, 合衆国最高裁は, Davis判
決を下した
(50)
｡ Davis事件は, 逮捕に伴う自動車の捜索の適法性に関するも
のであった｡ 自動車に同乗していた Davisは, 自動車検問の際, 虚偽の氏
名を告知したことにより逮捕された (運転者は, 酩酊運転で逮捕された)｡
Davisと運転者は, 手錠をかけられ, パトロールカーの後部に連れて行か
れた｡ そして, 自動車の捜索が行われ, Davisのコートから銃が発見され
た｡ その後, Davisは, 銃の不法所持で起訴された｡
Davisが逮捕された時点で, ほとんどの法域においては, 被逮捕者が自
動車内におらず, 警察の支配下にある場合でも, 逮捕に伴う自動車の捜索
によって, 自動車の助手席を捜索できるものと理解されていた
(51)
｡ しかし,
Davis事件の上訴中, 合衆国最高裁は, 別の事件において, 逮捕に伴う自
動車の捜索の範囲を縮小し, Davis事件のような状況における捜索が, 修
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正第４条の侵害に該当する旨の判決を下した
(52)
｡ Davis事件は, 上訴中であっ
たことから, 当該判決の法理は遡及的に適用され, Davisの銃を発見した
捜索は, 修正第４条を侵害するものと評価されることになった｡
Davisによる証拠排除の申立に関して, 合衆国最高裁は, 法執行官が不
合理な捜索・押収によって証拠を収集した場合であっても, それが拘束力
のある上級裁判所の判例に合理的に依拠して行われたのであれば, 証拠の
排除は不適切である旨を判示した
(53)
｡ 合衆国最高裁は, 拘束力のある上級裁
判所の判例が, 具体的な法執行実務を許可している場合, その許可された
活動に従事している法執行官は, 当該状況において, なすべきことをして
いる ｢合理的な法執行官｣ に該当すると判断した
(54)
｡ そして, このような場
合に排除法則を適用したとしても, 誠実な法執行行為を抑止し, 法執行官
の職務に対する意欲を阻害する方向に作用するだけであると述べた
(55)
｡
事後的に当該捜索が違憲と判断された場合であっても, ｢拘束力のある
判例を合理的に信頼して行った捜索で収集した証拠の排除を認めない｣ と
いう結論それ自体は, ｢証拠排除という厳格な制裁は, 客観的に合理的な
法執行行為を抑止する方向で適用されるべきではない｣ という, 以前から
の合衆国最高裁の考え方によって必然的に導かれるであろう｡ しかし,
Davis判決において, 合衆国最高裁は, 当該事例の解決に必要な範囲を超
えて, 証拠排除を否定する理論的根拠を提示している｡
Davis判決の多数意見は, 排除法則による抑止 (効果) は, 法執行官が
修正第４条の権利を侵害する違法行為に対して ｢故意, 無謀 (未必の故意・
認識ある過失), 重過失｣ という態度を現す場合に限って効果的であり,
それに伴う損失 (費用) を上回る傾向にあると述べ, Herring判決にいう
｢有責性｣ の基準を再確認している
(56)
｡ それによると, 当該法執行行為が,
自らの行為が適法であるという ｢客観的に合理的な (善意・誠実な) 信念｣
による場合, あるいは, 当該法執行行為が, 単に ｢偶発的な｣ 過失による
場合, ｢抑止効｣ という正当化的根拠 (目的) はその説得力を失い, 排除
法則は ｢割に合わない (コストの見合わない)｣ ものになると考えられる｡
Davisによる証拠排除の申立は, 当該法執行行為に ｢有責性｣ が欠如して
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いたという事実, すなわち, 捜索にあたった法執行官は, ｢故意, 無謀
(未必の故意・認識ある過失), 重過失｣ によって Davisの修正第４条の権
利を侵害しておらず, 何ら ｢反復的又は制度的な過失｣ もなかったという
事実に基づいて却下された
(57)
｡ 仮に, 法執行官が, 当該捜索が判例によって
許されていると客観的には不合理に (不注意で) 信じていたとしても, 当
該証拠は許容されていたであろう｡ なぜなら, 排除法則は, ｢厳格な責任
を課す制度｣ でも ｢偶発的な過失を問う｣ 制度でもないからである
(58)
｡ この
ように, Davis判決は, Herring判決で述べられた ｢有責性｣ の基準が,
一般的に適用されうる (観測気球ではない) というメッセージを届けるも
のとなった｡
Davis判決の多数意見は, 排除法則について, ｢真実を覆い隠し, 犯罪
者を処罰せずに地域社会に解き放つもの｣ と述べるだけでなく, ｢社会が
我慢して飲み込まなければならない｣ ｢苦い薬｣ であり, それは ｢最後の
手段｣ であると描写している
(59)
｡ そして, そのような観点から, 排除法則の
正当化根拠 (目的) について, 極めて限定的な理解を示している｡ それに
よると, ｢修正第４条をめぐる法律関係の発展のためには, 拘束力のある
判例を信頼した場合であっても, 証拠を排除することが必要｣ という見解
は, 排除法則の ｢役割｣ に関する今日の理解と調和しないものとされる
(60)
｡
なぜなら, 現在, 合衆国最高裁は, 排除法則の唯一の目的を ｢将来におけ
る違法行為を抑止すること｣ と位置づけ, そのような目的は, 全ての違法
行為ではなく, ｢有責な｣ 違法行為に基づいて収集された証拠を排除する
ことによって達成されるものと理解しているからである｡
４ 小括
近年の合衆国最高裁は, 排除法則について, 修正第４条の要請ではなく,
裁判所によって創設された法則に過ぎない旨を宣言している｡ そして, 費
用対効果の理論を持ち出すことを通して, 排除法則が ｢利益衡量｣ の対象
とされる旨を述べているが, 現時点において, 合衆国最高裁は, ｢排除法
則｣ をどのように位置づけ, 評価しているのであろうか｡
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まず, 排除法則の ｢正当化根拠 (目的)｣ である｡ この点について, 近
年の合衆国最高裁は, 将来における違法行為を抑止する目的 (抑止効) に
限定されるものと考えている｡ 但し, ここにいう ｢抑止効｣ は, 個々の法
執行官の違法行為を抑止する機能を果たすものというよりは, むしろ, 法
執行機関の違法行為を ｢一般的に｣ 抑止する機能を果たすものと捉えてい
る｡ すなわち, 排除法則の真の目的は, 法執行機関に対して, 法を遵守す
る体制の構築を促すことにある｡ したがって, 排除法則の ｢抑止効｣ は,
法執行機関が, その職員 (法執行官) に対して法教育や訓練プログラムを
徹底して行うことや, 内部のガイドラインを規定することによって, その
｢職業的専門性｣ を高めること, そして, それを通して, 法を遵守する
(違法行為を行わない) 組織体制を構築することで具現化される｡
次に, 排除法則をめぐる ｢費用と効果の関係｣ である｡ この点について,
近年の合衆国最高裁は, その ｢効果｣ (利益) が, それに伴う ｢費用｣ (損
失) を上回る場合でなければ, 排除法則が適用されない旨を述べている｡
すなわち, 合衆国最高裁は, 将来における違法行為を抑止する排除法則の
一般的な ｢効果｣ は認めつつも, それに伴う社会的な ｢費用｣ (例えば,
犯罪者を自由にすること) の重大性への懸念から, その ｢利益衡量｣ を慎
重に行っている (言い換えれば, ｢人権保障｣ と ｢真実発見｣ の合理的な
調和を図っている)｡
最後に, 排除法則の ｢適用範囲｣ と, 証拠排除の ｢規準｣ の問題である
が, この点についても, 排除法則の ｢効果｣ と, それに伴う ｢費用｣ との
関係 (利益衡量) から導かれる｡ 第１に, 排除法則が適用されるのは,
｢抑止効｣ が認められる場合に限られる｡ したがって, ①法執行官が善意・
誠実に行動していた場合, ②違法行為とは別の手段でも当該証拠を収集し
うる場合, ③違法行為がなかったとしても当該証拠を発見しうる場合, ④
証拠を収集した手段が違法行為から希釈されている場合については, たと
え証拠を排除したとしても, 将来における違法行為を抑止する機能が適切
に働かないことから, 排除法則は適用されない (排除法則の例外)｡ 第２
に, 排除法則が適用されるとしても, それは, 排除の ｢効果｣ が, それに
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伴う ｢費用｣ を上回る場合に限られる｡ したがって, 同じ ｢違法行為｣ で
あっても, 法執行官が ｢故意, 無謀 (未必の故意・認識ある過失), 重過
失｣ で行った場合の方が, 法執行官が単なる ｢過失｣ や ｢不注意｣ で行っ
てしまった場合と比較して, 証拠を排除する ｢効果 (利益)｣ が, それに
伴う ｢費用 (損失)｣ を上回る傾向にあるといえよう｡ また, 法執行機関
の違法行為を ｢一般的に｣ 抑止するという観点からは, 当該違法行為が
｢反復的・制度的｣ な過失に基づく (そのような法執行行為を許容する土
壌が法執行機関の組織体制に内在する) 場合の方が, ｢偶発的・非制度的｣
な過失に基づく場合と比較して, 証拠を排除する ｢効果 (利益)｣ が, そ
れに伴う ｢費用 (損失)｣ を上回る傾向にあるといえよう｡
このように, 合衆国最高裁は, 排除法則の一般的な ｢抑止効｣ について
は評価しつつも (人権保障の要請), それに伴う社会的損失の重大性への
懸念から, (真実発見の要請), 排除法則の適用については慎重な姿勢を示
している｡ 排除法則の適用に慎重な近年の合衆国最高裁の態度は, 排除法
則の将来を暗示しているように思われる｡ したがって, この先, 排除法則
が維持され続けるとしても, 現実的・実効的な ｢救済｣ という観点からは,
それを補完する ｢有効な手段｣ を確立しておく必要性が認められる｡
(3) 我が国における排除法則
我が国における ｢違法収集証拠排除法則｣ の登場と発展は, アメリカ合
衆国における ｢排除法則｣ の議論による影響が大きい｡ それゆえ, 我が国
とアメリカ合衆国の ｢違法収集証拠排除法則｣ は, そこで使用される ｢文
言｣ を異にする場合であっても, その実質的な ｢内容｣ については相通じ
るところが多い｡ ここでは, アメリカ合衆国における ｢排除法則｣ に関す
る議論の流れに則して (合衆国最高裁判例と我が国の最高裁判例の対比と
いう観点から), 我が国の ｢違法収集証拠排除法則｣ を整理する｡
まず, 違法収集証拠排除法則が, 憲法の要請なのか否かという点である｡
我が国においても, 違法に収集された証拠物の排除を要請する明文の規定
がないことから問題となる
(61)
｡ この点について, 最高裁は, ｢違法に収集さ
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れた証拠物の証拠能力については, 憲法及び刑訴法に何らの規定も置かれ
ていないので, この問題は, 刑訴法の解釈に委ねられているものと解する
のが相当｣ と述べている
(62)
｡ このように, 我が国の最高裁は, 合衆国最高裁
と同様に, 違法収集証拠排除法則が憲法の要請ではない旨を判示している｡
次に, 違法収集証拠排除法則の ｢正当化根拠 (目的)｣ である｡ 最高裁
が判示するように, 違法収集証拠排除法則が憲法の要請ではなく, 刑事訴
訟法の解釈に委ねられているとするのであれば, 違法に収集された証拠物
の ｢証拠能力｣ についても, 刑事訴訟法の目的 (法第１条参照) である
｢人権保障の要請｣ と ｢真実発見の要請｣ とを秤にかけ, その合理的な調
和の観点から判断されることになる｡
違法に収集された証拠物の証拠能力について, ｢真実発見の要請｣ を重
視する立場からは, ①証拠物の排除に関して, 明文の規定がないこと, ②
収集手続に違法があっても, 証拠物の証拠価値そのものに変わりはないこ
と, ③証拠を排除するならば, 真犯人を処罰できなくなること, ④違法な
証拠収集を行った捜査官 (機関) の責任は, 刑事・民事・行政上の責任を
問えば足りることを理由として, その証拠能力を ｢肯定｣ する見解 (違法
収集証拠排除法則不要論) が述べられている
(63)
｡
それに対して, ｢人権保障の要請｣ を重視する立場からは, 一般に, ①
司法の廉潔性を維持する必要性があること
(64)
, ②適正手続を保持する必要性
があること
(65)
, ③将来の違法行為を抑止する必要性があること
(66)
を理由として,
その証拠能力を ｢否定｣ する見解が述べられている
(67)
｡
この点について, 最高裁は, 違法に収集された覚せい剤の証拠能力に関
して, ｢証拠物は押収手続が違法であっても, 物それ自体の性質・形状に
変異をきたすことはなく, その存在・形状等に関する価値に変わりのない
ことなど証拠物の証拠としての性格にかんがみると, その押収手続に違法
があるとして直ちにその証拠能力を否定することは, 事案の真相の究明に
資するゆえんではなく, 相当でない｣ と ｢真実発見の要請｣ に理解を示す
言葉を述べる一方で, ｢証拠物の押収等の手続に, 憲法35条及びこれを受
けた刑訴法218条１項等の所期する令状主義の精神を没却するような重大
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な違法があり, これを証拠として許容することが, 将来における違法な捜
査の抑制の見地からして相当でないと認められる場合においては, その証
拠能力は否定される｣ と ｢人権保障の要請｣ に理解を示す言葉を述べるこ
とを通して, その ｢合理的な調和｣ という観点から, 一般論として, 違法
に収集された証拠物の証拠能力が否定される旨を判示している
(68)
｡
最高裁が示す違法収集証拠排除法則の ｢正当化根拠 (目的)｣ について
は, ①適正手続を保持することと, ②将来の違法行為を抑止することであ
ると考えられている｡ その意味において, ｢将来における違法行為を抑止
すること｣ が排除法則の唯一の目的であると宣言する合衆国最高裁とは若
干ニュアンスを異にするが, 違法行為を抑止するということは, 結局のと
ころ, 適正手続を保持することに繋がるので, その実質的な内容について
は, それほど差異がないものといえよう｡
最後に, 違法収集証拠排除法則の ｢適用範囲｣ と, 証拠排除の ｢基準｣
の問題である｡ 一般論として, 違法に収集された証拠物の証拠能力が否定
されるとしても, どの程度の ｢違法性｣ が認められる場合に, どのような
｢基準｣ に基づいて､ 当該証拠物は排除されるのであろうか｡ 違法収集証
拠排除法則の正当化根拠 (目的) について, ｢人権保障｣ と ｢真実発見｣
の合理的な調和という観点から考察するのであれば, 証拠物の収集手続に
何らかの ｢違法性｣ が認められる場合であっても, 直ちに当該証拠物の証
拠能力を否定するのは相当とはいえないことから問題となる
(69)
｡
違法収集証拠排除法則の ｢適用範囲｣ について, 最高裁は, ｢令状主義
の精神を没却するような重大な違法｣ の存在を要求し, 証拠の排除が問題
となる状況を, 証拠物の収集手続に ｢重大な違法｣ が認められる場合に限
定している
(70)
｡ そして, 最高裁が, ｢憲法35条の令状主義に反する｣ ではな
く ｢令状主義の精神を没却するような重大な違法｣ と述べている点に鑑み
るならば, ここにいう ｢違法の重大性｣ とは, 単に憲法35条に違反してい
るだけではなく, 刑事訴訟法上, その違法の程度が極めて著しい場合を意
味しているものと考えられる
(71)
｡
それでは, 証拠物の収集手続に ｢重大な違法｣ が認められる場合に, ど
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のような ｢基準｣ に依拠して, 当該証拠物の証拠能力が否定されるのであ
ろうか｡ この点について, 最高裁は, ｢これを証拠として許容することが,
将来における違法な捜査の抑制の見地からして相当でないと認められる場
合においては, その証拠能力は否定される｣ と述べ, 証拠の排除が ｢相当｣
であることを要求している
(72)
｡ この ｢排除の相当性｣ については, 違法収集
証拠排除法則の正当化根拠 (目的) を踏まえた上で, ｢人権保障｣ と ｢真
実発見｣ の合理的な調和の観点から判断されるものと考えられる｡ したがっ
て, 当該証拠物が排除されるのか否かは, ①手続違反の程度, ②手続違反
がなされた状況, ③手続違反の有意性, ④手続違反と当該証拠獲得との因
果性の程度, ⑤手続違反の頻発性, ⑥証拠の重要性, ⑥事件の重大性等の
要素を総合的に勘案し, 具体的な ｢利益衡量｣ を行うことを通して決定さ
れることになる
(73)
｡
最高裁は, ｢違法の重大性｣ を要求することを通して, 違法収集証拠排
除法則の ｢適用範囲｣ を画すると同時に, ｢排除の相当性｣ を要求するこ
とを通して, 具体的な ｢利益衡量｣ を行っている｡ この点ついては, 排除
法則の正当化根拠 (目的) に資するか否か (排除法則の例外に該当するか
否か) を前提として, 排除法則の ｢効果｣ とそれに伴う ｢費用｣ の利益衡
量を行う合衆国最高裁の立場と, 実質的な相違は少ないものと考えられる｡
また, 利益衡量に際して, 我が国の最高裁は ｢排除の相当性｣ を基準とし,
合衆国最高裁は ｢有責性の規準｣ を採用している｡ これらの規準を形式的
に (｢文言｣ の観点から) みるならば, 我が国の最高裁は, 法執行行為の
｢客観的側面｣ に依拠する基準を採用し, 合衆国最高裁は, 法執行官の
｢主観的側面｣ を重視する基準を採用しているものとも思われるが, 実際
に ｢排除の相当性｣ を認定するのに際しては, 結局のところ, 当該法執行
官の ｢態度 (主観的側面)｣ についても考慮に入れざるを得ないことから,
その運用面において, 実質的な差異は少ないように思われる
(74)
｡
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お わ り に
我が国の違法収集証拠排除法則に関する議論は, アメリカ合衆国におけ
る議論の動向による影響が大きい｡ もっとも, 我が国が参考にしているア
メリカ合衆国においては, 排除法則の正当化根拠 (目的) が問い直され,
様々な例外法理の確立 (とりわけ ｢善意・誠実の例外｣ の拡張) を通して,
排除法則の適用範囲が限定される傾向にある｡ 我が国の違法収集証拠排除
法則ついても, アメリカ合衆国 (最高裁) の動向に従って, それを限定す
る方向に進むのであろうか｡ それとも, 独自の道を歩むのであろうか｡
違法収集証拠排除法則の将来は, 究極的には, その ｢費用｣ と ｢効果｣
の利益衡量, 言い換えれば, ｢人権保障の要請｣ と ｢真実発見の要請｣ を,
どのように合理的に調和させていくのかに関する我々の選択に委ねられて
いる｡ 但し, そのような ｢選択｣ に際しては, 単に証拠の排除による ｢効
果｣ と, それに伴う ｢費用｣ の利益衡量を行うだけでなく, 我が国の ｢法
制度｣ や ｢司法制度｣ の実情を踏まえた上で, より大局的な観点から,
｢人権保障｣ と ｢真実発見｣ の合理的な調和を図っていく必要性が認めら
れる｡
例えば, 我が国においては, アメリカ合衆国と比較して, 捜査機関に許
される ｢捜査手法｣ が限定されている
(75)
｡ また, アメリカ合衆国においては,
捜査機関が ｢司法取引 (答弁取引)｣ を行うことが許されており, 一般的
となっている｡ そして, 違法収集証拠排除法則を適用する前提となる ｢違
法｣ 行為は, その国の法律で許されている ｢捜査手法｣ の内容や, 司法制
度 (裁判制度) の在り方に依存するところが大きい｡ したがって, そのよ
うな ｢法制度｣ と ｢司法制度｣ の差異を無視して, アメリカ合衆国におけ
る排除法則に関する議論を直接的に導入するのであれば, 我が国における
｢人権保障｣ と ｢真実発見｣ のバランスが崩れ, その ｢合理的な調和｣ を
保つことが困難になるであろう｡
現在, 我が国においては, ｢人権保障｣ の観点から, ｢取調べの全過程の
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録音・録画｣ と ｢弁護人の取調立会権｣ の法制度化が急がれている｡ その
反面, 先進諸国と比較して, 捜査機関に許される ｢捜査手法｣ が限定され
ている我が国においては, ｢取調べ｣ を利用した ｢自白｣ の採取という証
拠収集方法に依存せざるを得ないのが ｢現実｣ である｡ したがって, ｢人
権保障｣ の観点から, ｢取調べ｣ という証拠収集方法を規制するのであれ
ば, それと同時に, ｢真実発見｣ の観点から ｢自白｣ に頼らなくても, 被
疑者を起訴し, 被告人の有罪を立証することができる ｢証拠収集方法｣ を
確立することが必要となるであろう (現在, 我が国においては, アメリカ
合衆国等で認められている ｢司法取引｣ や ｢潜入捜査 (仮装身分捜査)｣
などを導入することの可能性が検討されている)｡ したがって, 違法収集
証拠排除法則の ｢方向性｣ を検討するのに際しては, 我が国の ｢法制度｣
と ｢司法制度｣ の現状を正確に把握するのと同時に, 今後の展開をも見据
えた上で, 綿密な ｢利益衡量｣ を行う必要性が認められよう｡
我が国の ｢法制度｣ と ｢司法制度｣ の実状を踏まえた違法収集証拠排除
法則の ｢方向性｣ の検討や, 違法収集証拠排除法則を補完する ｢救済手段｣
の検討を今後の課題として, 本稿はこれで閉じることにしたい｡
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